		
委託経理処理書類作成チェックリスト

1. 鑑文
□ 文章日付が適正である
※修正が入った際も最初の提出日で日付設定をしてください
□ 組織名と会長名が最新のものである
　　※公益財団法人日本スポーツ協会　会長　伊藤雅俊

2. 実施計画書（報告書）
□ 期日の期分け（全期・前期・後期）が記載されている
□ 会場（最寄り駅）が記載されている（2会場以上ある場合は全ての会場記載）
□ 受講予定人数（受講者数）が記載されている
※報告時は出席（受講）者数を記載してください
□ 委託金交付申請額が正確である
※修正後、反映されていないことが多いです
□ 振込先の口座種別（当座・普通口座）が選択されている
　　※2018.4.1から「三菱東京UFJ」→「三菱UFJ」に変更しています
　　
3. 開催要項
□ 実施年度が最新のものである
□ 主催に正しく団体名が記載されている

4. 日程表
□ 講義区分がオフィシャルガイド（講師競技別は開催要項）通りに記載されている
　　 ※日程表下段にも説明があります
□ 科目名がセル内に適切に記載されている
NG：文字が小さい、カリキュラム番号未記載
□ 会場名が記載されている
□ 運営係員がいる場合、記載されている

5. 受講者名簿
□ 受講番号（例：217CC123456）が記載されている
※アルファベットから始まる番号は受講番号ではありません
＜報告＞
□ 出欠が記載されている
□ 修了判定が記載されている
※修了判定が記載されていない場合は、修了判定提出日が記載されている
6. 収支予算書（決算書）
＜共通＞
□ 正しい金額が記載されている
　　＜開催＞
　　□ すべての経費が計上されている
　　　　※開催時に申請されていない経費は、原則として報告時に対象経費として計上できません
＜報告＞
□　変更理由が記載されている

7. 謝金旅費支払明細
□ 担当講義日が早い順に記載されている
□ セル内に文字が適切に収まっている
※住所、所属、担当講義、経路で文字が小さい、セル内改行により全てが表記されていないなど
※担当講義はカリキュラム区分＋科目番号（例:1-⑤）で記載可能です
□ 住所は本人在住の住所が記載されている
　　　※報告書精査時に個人領収書に記載されている住所と照合します
□ 起点が所属先（勤務先）の場合は、その旨が記載されている
　　　例）原宿（事務局）
□ 担当期日（曜日含む）が正しく記載されている
※年明け1月頃実施の際は、申請書作成が12月のため、作成年の曜日になっていることが多いです
□ 時間数が正しく表記されている
※講義時間が1時間20分などの場合、「1h20m、1 1/3」などと表記してください
　　　□ 経路の記載について、運賃が変わる駅で改行されている
　　　　　　例）池袋～本蓮沼間
	利用区分
	経路
	単価
	数量
	金額

	鉄道
	池袋
	～
	巣鴨
	140×
	2
	280

	鉄道
	巣鴨
	～
	本蓮沼
	220×
	2
	440


　　　※始点～終点（池袋～本蓮沼360×2 720）のみの記載は不可です。
　　　□ 交通費の経路がわかる証憑書類（経路検索サイトの検索結果等）を添付している
※証憑書類の右上に誰のルートなのか分かるように氏名を記載してください
　　　□ 新幹線の区分・乗車区間が記載されている
※区分（閑散期・通常期・繁忙期）によって運賃が異なるため、正しく記載してください
※東京～大阪間の場合、「のぞみ」で計上可能です
□ 経路に統一性がある
　　　　　　※同じ方面からの人については、乗り換えを統一させてください
例）池袋～本蓮沼区間の場合：Aさんは「巣鴨」乗り換え、Bさんは「板橋」乗り換え
　　　　　→どちらかの経路に統一が必要です
※新幹線利用者の中で、「のぞみ」と「ひかり」が混在している場合、利用新幹線を統一してください
　　　□ 往復割引が適用されている
　　　　　　※片道601km以上の場合は往復割引となりますので、ご注意ください
　　　　　　※経路検索等で、片道検索では往復割は適用されませんのでご注意ください。
□ 宿泊費を団体が負担している場合、その旨が宿泊費の欄に記載されている
例）「1/1 ○○協会負担」など
□ セルの行・列を増やした場合、合計金額等の数式が正しく設定されている
□ 複数担当を持っている場合、旅費については一つの役割でまとめて計上されている
□ 一つの役割でまとめて計上する場合、その旨が記載されている
例）講師と助手を担当している場合
集約している役割（講師）の期日欄に「1/1助手」などの記載をし、旅費計上を削除した役割（助手）の欄には「講師にて計上」などの記載してください
□ 謝金・交通費等を支給しない場合、その旨が記載されている
例）「ナショナルコーチのため計上なし」など
□ 各役割で謝金旅費支払明細が複数ページになる場合、各明細の最下段行に小計が表示されている

※源泉徴収額については、謝金のみを対象とする数式設定にしていますが、各団体の規定・基準に則り、必要な場合は修正を加えてください

8. 借損料
□ 使用時間が日程表と一致している
※講義以外は、最初の講義開始前1時間、最後の講義終了後1時間が計上可能です
※昼食時間（１時間程度）も必要な場合は計上可能です
　　　□ 使用時間（始まり・終わり）が記載されている
　　　　　　例）1/1 9:00-17:00
□ 特記事項に各施設の使用用途が記載されている
　　　例）研修室A：講習会会場、研修室B：講師控室
□ １日ごとに改行して記載されている
※まとめて表記すること（例：1/1～3　NTC 30,000円）は不可です

※講習会の運営上必要だとしても、ボールや石灰など消耗品の購入経費は対象外です

9. 通信運搬費
□ 送付数に根拠がある
※受講者宛の送付物の場合、報告書精査時に受講者人数と照合しています




10. 振込手数料
＜開催＞
□ 支払を振込で行う予定がある場合、計上されている
　　　※開催時に計上していない場合、原則として委託対象経費として計上できません
＜報告＞
□ 対象経費の振込手数料のみ計上されている
※対象外経費を含む振込の場合は対象外となります
※振込額が「謝金旅費支払明細の支給額」と一致しない場合（航空券、宿泊費を含む場合は除く）は対象外となる場合があります。

11. 対象外経費（講師競技別のみ）
□ 対象科目における対象外経費のみ計上されている
　　　※消耗品や食事代、会議費等の委託対象項目以外の経費は計上することができません

12. 証憑書類
＜開催＞
□ 宿泊の見積もり（料金表）が添付されている
　　　※宿泊費は原則素泊まり料金です。素泊まりプランがある場合は必ず素泊まりプランでご予約下さい
食費は国庫補助の対象外のため、朝食代などが別途食事代と判断できる場合は対象外になる場合があります
□ 借損料の見積もり（料金表）が添付されている。
※単価、使用施設、使用時間が記載されていること
□ 航空券代の根拠となる証憑が添付されている
　　　　　　※経路検索サイトの検索結果、HPの料金表、見積もりなど

＜報告＞
□ 証憑書類の並び順番が各経費明細と一致している
□ 領収書（もしくは振込明細）・請求書の原本が添付されている
　　　※領収書と請求書の両方が必要になります
□ 講師など個人領収書に記載されている住所と旅費謝金支払明細の住所が一致している
□ 宿泊費、航空券代を講師に支払う場合、宿泊費、航空券代等の領収書の宛名が個人名になっている
※団体名で領収書が発行されている場合、宿泊費等の支払先は領収書発行先となります
□ 飛行機や新幹線でグレードアップ料金を計上していない
※安価であってもグレードアップは対象外となります
講師が現地でグレードアップ代を支払い、証憑にグレードアップの旨が記載されている場合、普通料金とグレードアップ料金の内訳がわかる証憑を別途ご提出ください


13. その他
□ フォーマット用の文言が削除されている
※各様式の例や個人領収書の青文字表記の削除など
[bookmark: _GoBack]　　　□ 開催申請時から変更になった箇所が、報告書で分かるように強調されている
　　　　　　強調方法：枠内塗りつぶし（Excel）、網掛け（Word）、下線など

※2018年度から原則「変更届」の添付は不要になりましたが、大幅な（多数の）変更が発生した場合は別途変更届をご提出いただきます

＜注意事項＞
1 国庫補助を受けている関係上、第三者が申請書類を見て、各経費や金額変更の根拠が分かるように作成してください
※報告書提出時に変更理由でよく記載されているのが、「○○円から●●円に変更になった」等です
→なぜ金額等の変更が生じたのか、適切な理由を記載してください

2 原則として、開催申請時に計上されている金額より増額もしくは新たな経費の計上をすることはできません
必ず、開催申請時に計上をしてください
※開催申請時の計上漏れの場合は対象外です



※本書類は申請書に添付の必要はありません。申請書作成時の参考としてご使用ください。
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